
  貸 借 対 照 表 （平成20年3月31日現在）                      単位：百万円 

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部） 

流 動 資 産 89,274 流 動 負 債 85,715 

現 金 預 金 10,717 支 払 手 形 8,451 

受 取 手 形 9,217 工 事 未 払 金 34,757 

完 成 工 事 未 収 入 金 25,427 短 期 借 入 金 10,000 

ファクタリング債権 9,480 ｷｬｯｼｭ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ借入金 8,266 

有 価 証 券 1,696 未 払 金 650 

未 成 工 事 支 出 金 26,698 未 払 費 用 1,365 

材 料 貯 蔵 品 459 未 払 法 人 税 等 1,739 

前 払 費 用 351 未 成 工 事 受 入 金 18,339 

繰 延 税 金 資 産 2,289 預 り 金 1,983 

そ の 他 2,980 工 事 損 失 引 当 金 85 

貸 倒 引 当 金 △ 45 そ の 他 75 

    

固 定 資 産 100,199 固 定 負 債 31,454 

有 形 固 定 資 産 49,154 退 職 給 付 引 当 金 26,791 

建 物 ・ 構 築 物 24,754 債務保証損失引当金 245 

機 械 ・ 運 搬 具 293 退職給付制度移行時未払金 3,943 

工 具 器 具 ・ 備 品 810 そ の 他 474 

土 地 23,277   

建 設 仮 勘 定 18 負 債 合 計 117,170 

    

無 形 固 定 資 産 1,094 （純資産の部）  

ソ フ ト ウ ェ ア 983 株 主 資 本 74,127 

そ の 他 111   資 本 金 7,901 

    資 本 剰 余 金 7,889 

投資その他の資産 49,950 資 本 準 備 金 7,889 

投 資 有 価 証 券 15,817   利 益 剰 余 金 62,039 

関 係 会 社 株 式 6,332 そ の 他 利 益 剰 余 金 62,039 

その他の関係会社有価証券 121   圧 縮 記 帳 積 立 金 2,360 

長 期 貸 付 金 12,023 別 途 積 立 金 56,019 

破 産 更 生 債 権 等 1,469 繰 越 利 益 剰 余 金 3,659 

長 期 前 払 費 用 113   自 己 株 式 △ 3,703 

繰 延 税 金 資 産 13,711   

そ の 他 3,310 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △ 1,823 

貸 倒 引 当 金 △ 2,949 その他有価証券評価差額金 △ 1,823 

    

  純 資 産 合 計 72,304 

    

資 産 合 計 189,474 負 債 ・ 純 資 産 合 計 189,474 

 



  損 益 計 算 書（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）             単位：百万円 

科 目 金 額 

売 上 高   

完 成 工 事 高 212,091  

兼 業 事 業 売 上 高 729 212,820 

売 上 原 価   

完 成 工 事 原 価 194,663  

兼 業 事 業 売 上 原 価 525 195,188 

売 上 総 利 益   

  完 成 工 事 総 利 益 17,428  

  兼 業 事 業 総 利 益 204 17,632 

販売費及び一般管理費  12,095 

営 業 利 益  5,536 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 配 当 金 586  

そ の 他 1,116 1,702 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 301  

そ の 他 211 513 

経 常 利 益  6,725 

特 別 利 益   

前 期 損 益 修 正 益 120  

固 定 資 産 売 却 益 161  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 97 379 

特 別 損 失   

前 期 損 益 修 正 損 236  

固 定 資 産 処 分 損 68  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 185  

割 増 退 職 金 426  

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 410  

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 245  

そ の 他 260 1,832 

税 引 前 当 期 純 利 益  5,272 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

過 年 度 法 人 税 等 

1,469 

447 

 

法 人 税 等 調 整 額 1,408 3,325 

当 期 純 利 益  1,946 

 



  株主資本等変動計算書（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）           単位：百万円 

 株  主  資  本 

 資本剰余金 利益剰余金 

 その他利益剰余金 

 

資本金 
資本準備金 圧縮記帳 

積立金 
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

平成19年3月31日残高 7,901 7,889 2,332 53,519 4,986 △ 3,674 72,955

当期変動額   

 剰余金の配当  △ 745  △ 745

 別途積立金の積立  2,500 △ 2,500  －

 圧縮記帳積立金の取崩  △ 46 46  －

 圧縮記帳積立金の積立  74 △ 74  －

 当期純利益  1,946  1,946

 自己株式の取得  △ 29 △ 29

 株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
  

当期変動額合計 － － 28 2,500 △ 1,326 △ 29 1,172

平成20年3月31日残高 7,901 7,889 2,360 56,019 3,659 △ 3,703 74,127

 

 評価・換算差額等 

 

 

 

その他有価証券 

評価差額金 

純資産合計 

平成19年3月31日残高 1,287 74,243

当期変動額  

 剰余金の配当  △ 745

 別途積立金の積立  －

 圧縮記帳積立金の取崩  －

 圧縮記帳積立金の積立  －

 当期純利益  1,946

 自己株式の取得  △ 29

 株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
△ 3,110 △ 3,110

当期変動額合計 △ 3,110 △ 1,938

平成20年3月31日残高 △ 1,823 72,304

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  個別注記表 
 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
   １．資産の評価基準及び評価方法 
     （１）有価証券 
       ①子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 
       ②その他有価証券 
        時価のあるもの        当期末の市場価格等に基づく時価法 
                       (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平 

                       均法により算定) 
        時価のないもの        移動平均法による原価法 
                        なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合 
                       への出資（金融商品取引法第2条第2項により有価証券 

とみなされるもの）については、組合契約に規定される 
                       決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と 
                       し、持分相当額を純額で取り込む方法によっている。 
     （２）たな卸資産 
       ①未成工事支出金        個別法による原価法 
       ②材料貯蔵品          総平均法による原価法 
   ２．固定資産の減価償却の方法       有形固定資産 建物           定額法 
                              建物以外         定率法 
                       無形固定資産 ｿﾌﾄｳｪｱ(自社利用)  定額法(5年償却) 
                              その他          定額法 
   ３．引当金の計上基準 
     （１）貸倒引当金 
       売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上している。 

     （２）投資損失引当金 
       関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘案し、必要額を計上

している。 
       なお、投資損失引当金は、当該資産の金額から直接控除している。 
     （３）工事損失引当金 
       受注工事の損失発生に備えるため、当期末手持工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ

金額を合理的に見積ることのできる工事について、その損失見込額を計上している。 
     （４）退職給付引当金 
       従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。過去勤務債務（債務の減額）については、その発生時における従業員の
平均残存勤務期間の年数による定額法により按分した額を発生時から費用の減額処理してい
る。また、数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間の
年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理している。 

     （５）債務保証損失引当金 
       債務保証に係る損失に備えるため、被保証会社の財政状態を勘案し、必要額を計上してい

る。 
   ４．リース取引の処理 
       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
   ５．消費税等の会計処理 
       消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 

６．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。 
 
 

  （会計方針の変更） 
固定資産の減価償却の方法 

法人税法の改正に伴い、当期より、平成19 年 4 月 1 日以降に取得した有形固定資産につい
て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。 
なお、この変更により、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であ

る。 



  （表示方法の変更） 
損益計算書関係 

過年度法人税等については、従来、「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示していたが、
重要性が増したため、当期において区分掲記している。 
なお、前期における過年度法人税等は、「法人税、住民税及び事業税」に95百万円含まれて

いる。 
 

  （追加情報） 
       固定資産の減価償却 

平成19年度の法人税法改正に伴い、平成19年 3月31日以前に取得した資産については、
改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の 5％に到達した事業年度の
翌事業年度より、取得価額の 5％相当額と備忘価額との差額を 5 年間にわたり均等償却し、減
価償却費に含めて計上している。 
なお、この変更により、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ 93 百万円

減少している。 

 

貸借対照表に関する注記 
 
   １．担保資産 
            担保に供している資産 

関 係 会 社 株 式 １５百万円
長 期 貸 付 金 ７５百万円

計 ９０百万円
             当社が出資しているＰＦＩ事業に関する事業会社の借入債務に対して、担保を提供している。 
   ２．有形固定資産の減価償却累計額         ２８，９９４百万円 
   ３．保 証 債 務 

被 保 証 者 保 証 金 額 被 保 証 債 務 の 内 容 

 百万円

渥美ｸ ﾞ ﾘ ｰ ﾝ ﾊ ﾟ ﾜ ｰ㈱ １，２４６ ㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行に対する借入契約保証 

㈱九電工ﾈｯﾄﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ １，０７２ ㈱福岡銀行に対する借入契約保証 

長 島 ｳ ｲ ﾝ ﾄ ﾞ ﾋ ﾙ ㈱ ５６０ 日本政策投資銀行に対する借入契約保証 

九連環境開發股份有限公司 １４９ ㈱三井住友銀行に対する借入契約保証等 

九 電 工 共 済 会 ７５ ㈱福岡銀行他２行に対する借入契約保証 

九 州 電 工 ﾎ ｰ ﾑ ㈱ ０ ㈱三井住友銀行に対する住宅ﾛｰﾝ保証 

計 ３，１０４  

 
   ４．関係会社に対する短期金銭債権          ９，００９百万円 
     関係会社に対する長期金銭債権         １１，７２３百万円 
     関係会社に対する短期金銭債務         １４，８０７百万円 
   ５．投資損失引当金 
            関係会社株式は投資損失引当金１００百万円を控除して表示している。 
      ６．貸出コミットメント契約 
    （１）当社借手側 
       運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と貸出コミットメント契約を締結して 

いる。当期末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりである。 
貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄの総額 15,000百万円
借 入 実 行 残 高 7,000百万円
差 引 額 8,000百万円

    （２）当社貸手側 
       ＰＦＩ事業会社（４社）への協調融資における劣後貸出人として同４社と劣後貸付契約を締

結している。 
      なお、貸出コミットメントの総額は74百万円であるが、当期末における実行残高はない。 
    ７．キャッシュ・マネジメント・サービス借入金 
      連結子会社を対象にしたキャッシュ・マネジメント・サービスによる借入金を表示している。 
    ８．退職給付制度移行時未払金 
      平成１６年１０月１日付で、退職一時金制度から確定拠出年金制度へ移行したことに伴って 



発生した移換金の未払いを表示している。 
 

損益計算書に関する注記 
 

   １．関係会社に対する売上高            ６０，８３２百万円 

   ２．関係会社からの仕入高              ４４，６９１百万円 

   ３．関係会社との営業取引以外の取引高            ７３４百万円 
 
株主資本等変動計算書に関する注記 
 

１．自己株式に関する事項                                                （単位：株） 

株式の種類 前事業年度末 増  加 減  少 当事業年度末 

普通株式 ８，４３０，８６０ ４５，０４９ － ８，４７５，９０９

  株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものである。 
 

税効果会計に関する注記 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
    （繰延税金資産）                                                 百万円 

  退職給付引当金損金算入限度超過額 １０，８３４

  退職給付制度移行時移換金未払額 ２，１２６

  その他有価証券評価差額金 １，７８８

  賞与引当金 １，６４１

  貸倒引当金損金算入限度超過額 ６０７

  減損損失 ３０４

  その他 １，６１９

    繰延税金資産小計 １８，９２２

    評価性引当額 △ ７６７

    繰延税金資産合計 １８，１５４

      （繰延税金負債） 

  固定資産圧縮積立金 △ １，６０２

  その他有価証券評価差額金 △ ５５０

    繰延税金負債合計 △ ２，１５３

    繰延税金資産の純額 １６，００１

 
リースにより使用する固定資産に関する注記 
 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
     （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相当額

（百万円） 

減価償却累計額

相当額 

（百万円） 

期末残高相当額 

（百万円） 

 建物 ４０ １１ ２９ 

 機械装置 ４，４００ ２，３３３ ２，０６６ 

 車両運搬具 ４８４ ２６９ ２１４ 

 工具器具・備品 ４２２ ２７５ １４６ 

合  計 ５，３４７ ２，８９０ ２，４５７ 

     （２）未経過リース料期末残高相当額 
  １年内 ６５３百万円

  １年超 １，８８０百万円

    合  計 ２，５３４百万円

 
 
 



     （３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  支払リース料 ８０１百万円

  減価償却費相当額 ７２５百万円

  支払利息相当額 ８４百万円

     （４）減価償却費相当額の算定方法 
       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 
     （５）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方
法については、利息法によっている。 

 
関連当事者との取引に関する注記 
 

１．親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等の 

名称 

議決権等の

被所有割合

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額

（百万円）
科目 

期末残高

（百万円）

完成工事 

未収入金 
8,608

その他の 

関係会社 
九州電力㈱ 

直接 

30.30％

間接 

0.16％

建設工事の

請負施工 

役員の兼任

１名 

工事請負施工 

（注）３ 
59,456

未成工事 

受入金 
433

       （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

                 ２．議決権等の被所有割合の間接所有は、㈱電気ビル（0.07％）、光洋電器工業㈱（0.07％）、及び西日本プラント工業㈱ 

                   （0.02％）である。 

                 ３．配電線工事の請負については、当社にて総原価を積算した見積価格を提示し、毎期価格交渉のうえ請負価格を決定し 

                     ている。また、建設工事の請負については、当社の見積価格を提示し、先方との交渉のうえ決定している。 

 
２．子会社及び関連会社等 

属性 
会社等の 

名称 

議決権等の

所有割合

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額

（百万円）
科目 

期末残高

（百万円）

資金の貸付 

（注）２ 
453

貸付金の回収 599子会社 
九州電工 

ホーム㈱ 

直接 

100.00％

資金の貸付

役員の兼任

３名 
貸付利息受入 24

長期貸付金 6,125

子会社 ㈱昭電社 
直接 

78.26％

材料購入 

役員の兼任

２名 

材料購入 

（注）３ 
10,191 工事未払金 2,154

資金の貸付 

（注）２ 
2,300

子会社 
五島玉之浦 

風力発電㈱ 

間接 

 100.00％
資金の貸付

貸付利息受入 6

長期貸付金 2,300

子会社 ㈱ｷｭｰｺｰﾘｰｽ 
直接 

 100.00％

役員の兼任

１名 
増資の引受 2,500 － －

       （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

                 ２．九州電工ホーム㈱および五島玉之浦風力発電㈱に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定している。 

                 ３．材料の購入については、当社が見積価格の提示を受け、先方との交渉のうえ決定している。 

 
１株当たり情報に関する注記 
 

１．１株当たり純資産額    ９７０円１４銭 
２．１株当たり当期純利益   ２６円１２銭 
 
 


